
１．はじめに

本稿では、第一次世界大戦期の好況と、大正デモクラシー＝政党政治の確

立という新たな政治状況の中で「政治」と密接な関係を持ちながら銀行経営

を拡大しようとしたり、或いは合併による経営再建を目指しながら、大戦後

の反動恐慌から不況に続く中で、逆に「政治」がらみで却ってビジネスモデ

ルの構築に失敗した事例を熊本県を例にとって検討しておきたい１）。換言す

れば地方銀行におけるビジネスと「政治」との関係に注目しつつ、近来注目

されている「失敗の経営史」の一つの事例として２）、又、別稿でも指摘した

１）反動恐慌期における地方銀行危機の事例に関しては、石井寛治・杉山和
雄編『金融危機と地方銀行』（東京大学出版会）を参照されたい。又、大
正・昭和期熊本県における銀行合同については、後藤新一『銀行合同の
実証的研究』（日本経済評論社）５６９頁以下参照。

２）「失敗の経営史」を検討した成果として、差し当たり、小川功『企業破
綻と金融破綻 負の連鎖とリスク増幅のメカニズム』（九州大学出版会）
を挙げておく。
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通り肥後銀行が行史編纂に熱心であることを除いては、熊本県における金融

機関の経営史に関しては研究が少ないことから３）、公刊された資料による検

討という大きな限界を承知の上で、本稿のような検討を敢えて試みた次第で

ある。

２．第一次世界大戦後の熊本県地方銀行

第一次世界大戦による好況の中で経営の建て直しに成功したかに見えた県

内諸銀行は、大戦後の長引く不況の影響を受け、再び経営内容を悪化させた。

そこで先ず、表１によって大戦後における熊本県の銀行業務の概要を戦前と

３）熊本県の銀行史は、昭和三十五年から平成八年に至る期間に肥後銀行に
よって本格的な行史が『肥後銀行史』、『肥後銀行五十年史』、『肥後銀行
七十年史』と３冊刊行されていることから、基本的には同書によって知
ることが出来るが、本稿ではそれらの行史において触れられることの無
かった点を中心に検討を加えておきたい。

表１ 大戦前後熊本県金融状況 単位：円

明治４５ 大正９ 大正１２ 大正１３

貸付金 ４，６２６，９３８ １０，０９１，３６５ １３，９２５，８３１ １３，５３６，３０８
手形貸付 １６，９１３，７１５ ２９，６２３，２８５ ２９，０６１，９１８
当座貸越 １，６７６，０７２ ９，４１６，６９１ １１，８２８，１４１ ９，３８９，１００
その他貸付 ２５，６４０ ４４，９４２ ４８，６７３

貸付・貸越計 ６，３０３，０１０ ３６，４４７，４１１ ５５，４２２，１９９ ５２，０３５，９９９

手形割引 ４，９６７，０１４ ７，９３１，９６６ ７，４８１，９８１

総 計 ６，３０３，０１０ ４１，４１４，４２５ ６３，３５４，１６５ ５９，５１７，９８０

当座預金 ２，１８６，７２８ ８，８０８，８３８ ８，０００，０２４ ７，９６４，７７８
定期預金 ２，６６０，１８２ １８，７７２，２３９ ２２，７３５，７５９ ２３，７０９，４７１
雑種預金 ２，１８８，８３９ １０，８５３，６９４ １２，５５０，０５７ １３，７４１，９４８
別段預金 ５７７，２４７ １，７５６，７９５ ３，３１５，０６１ ３，３４７，９９０

合 計 ７，６１２，９９６ ４０，１９１，５６６ ４６，６００，９０１ ４８，７６４，１８７

別段は其他、
雑種は特別当座

大蔵省『銀行営業報告』
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比較して一瞥しておこう。明治四十五年末と大正九年及び十二年末の状況を

較べてみると、各種貸出金（貸付・当座貸越）残高の合計は明治四十五年の

６３０万円から大正九年には３，６４０万円、さらに十二年には５，５００万円に増加し

ており、大戦好況期のみならず戦後不況期においても急速に増加しているこ

とが分かる。さらに、貸出金種別を見ると、明治四十五年から大正九年にか

けては当座貸越が、大正九年から十二年にかけては手形貸付が大きく増加し

ていることが分かる。つまり、短期信用が増大しているというわけであるが、

後に見るようにその内容は必ずしも短期信用とばかりは言えないようである。

又、貸出金の担保だが、表２に示すように明治末には大きく低下していた株

券担保の比率が大戦期に急上昇し、全国平均を上回る比率に達しているが、

戦後不況期に低下して全国平均とほぼ等しい割合になっている。ここでも、

日清戦後期と同様に好況期に株券担保による積極的な貸出を行っていること

表２ 貸出金担保 単位：円

明治４５ 大正９ 大正１２ 大正１３

公債 ７９６，４０３ １，６６９，５３３ ２，８５９，７３０ ２，１５４，６６０
地方債 ６，３８０
外債 １００，７００
株券 ８６２，２１８ １３，６３７，８６７ １７，３８８，４３２ １４，８６５，０１１
社債・諸債券 ２４１，１６６ １，６４１，３０５ ７５８，６０９ １，１４５，８２８
地所家屋 １，４４４，３３９ ５，０９６，８８４ １０，４０３，９６２ １１，２２１，２８１
雑品 １，０３９，１００ １，９０３，３０８ ３，２４９，４７０ ２，９２６，７３３
船舶 ３３，８１８ １２，３５４
各種財団 １４７，２８３ ６５，７４０ ５１３，７９６
雑 ２３３，１１１ ２，９９３，４００ ２，２０３，６１１
信用 １，９１３，４０４ １２，０１７，４２０ １７，８６９，０３８ １６，９９２，７２５

合 計 ６，３０３，０１０ ３６，４４７，４１１ ５５，６２２，１９９ ５２，０３５，９９９

株券比率（％） １３．７ ３７．４ ３１．３ ２８．６
地所家屋比率（％） ２２．９ １４．０ １８．７ ２１．６
信用比率（％） ３０．４ ３３．０ ３２．１ ３２．７

貸付・貸越合計抵当
大蔵省『銀行営業報告』
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が確認される４）。他方、預金残高は同時期に７６０万円、４，０２０万円、４，６６０万

円という推移を示しており、大戦期に貸出額を下回り、戦後そのギャップは

急激に拡大している。即ち、日清戦後期と同様に県下の銀行は預金の裏付け

の無いままに、株券を担保にして短期信用供与の形式をとった貸出競争を繰

り広げていたと思われる。さらに表３によって普通銀行及び貯蓄銀行の店舗

数を見ておくと、明治末年には本店１６、支店２０で合計３６店舗だったものが、

大正六年には本店２０（貯蓄銀行２を含む）、支店３７（貯蓄銀行５）の合計５７

店舗になり、さらに十二年には本店１６、支店７５（貯蓄銀行４）の９１店舗に増

大している。ここでも、戦後の不況期においても熊本県の銀行が業容の拡大

を志向していたことが明らかであろう。このような状況の中で、戦後不況期

に銀行の破綻と再編成が進行したのである。

３．九州銀行の経営破綻

先ず、大正十一年十一月には九州銀行が支払いを停止するに至った。同行

４）日清戦後期における熊本県下銀行業の経営に関する概観は、拙稿「日清
戦後における旧国立銀行系地方銀行の動揺－熊本県の事例－」（『福岡大
学経済学論叢』第４７巻第４号所収）５頁以下参照。

表３ 熊本県内銀行店舗数

明治４５ 大正６ ９ １２

本 店 １６ ２０ １９ １６
支 店 ２０ ３７ ６３ ７５

合 計 ３６ ５７ ８２ ９１

支店に出張所
４含む

本・支店数に特殊銀行（農工銀行本店及び日本銀行支店）を含まず
大蔵省『銀行総覧』
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は、大正四年十月に九州貯蓄銀行（明治三十六年に閉鎖した九州貯蓄銀行と

は無関係）として熊本市に本店を置いて開業した。同行の専務であった柴田

貢は、第九銀行、肥後銀行に勤務した経験を持ち、九州実業銀行（明治四十

五年に熊本市で開業、大正七年に八代郡の貸金業者で大資産家の井芹康也５）

に営業を譲渡して井芹銀行となる。）専務をも歴任した銀行家であったが、

旁々、県内各種の事業にも関係を有する積極的な事業家でもあったようであ

る６）。同行は第一次大戦期の好況の波に乗り、表４に示した様に大戦好況期

から支店数を増加させ、さらに戦後不況期にも支店網の拡大に努め、破綻時

点では県内外に十三の支店を有するまでになっていた。又、大正十年一月に

は貯蓄銀行業務を廃止し（浪速銀行へ売却）、商号を九州銀行に変更して普

５）井芹の資産額は１１０万円（大正六年調査）、納税額は６，０８３円（大正四年調
査）で貴族院議員であった（岡部新五左右衛門『日本全国著名人物鑑』）。

６）「同行頭取柴田ハ熊本県人ニシテ嘗テ門司市貿易銀行、第九銀行、肥後
銀行等ニ勤メタル事アリ彼ハ同行常務取締役柳瀬安憲ヲ腹心トシテ各種
ノ事業ニ手ヲ出シ関係会社トシテハ九州窯業株式会社（資本金五十万円）、
極東自動車株式会社（資本金二百万円）ヲ始メ株式売買店、土地会社等
一、二アリテ」「熊本市内銀行ノ窮状」大正十一年十月九日（日本銀行金
融研究所『日本金融史資料 昭和続編 附録 第四巻』５２０頁）、『人事興
信録第五版』大正七年。また、「風は冷たし白川御殿 上・下」（『福岡日
日新聞』大正十一年十二月二十一日、二十二日）によれば、柴田は日本
貿易銀行の「給仕」として銀行家の第一歩を踏み出し、各銀行勤務を続
ける傍ら、株取引で資産を増やしたと言う。

表４ 九州貯蓄銀行・九州銀行支店数

年次 支店数

大正６ １
７ ７
９ １０
１２ １３

各年次『銀行総覧』
大正１１年は『銀行総覧』発行無し
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通銀行としての営業を開始した７）。その間、こうした積極拡大政策の結果、

表５に見る様に戦後期においても業容の拡大は著しく、大正九年下期には

２００万円であった預金総額は大正十一年上期末には預金総額は３６２万円へと増

加し、貸付総額（諸貸付金＋手形割引）は同時期に２５０万円から３７３万円へと

増加して、県下有数の大銀行となっていたのである。とは言っても、預金残

高に対して貸付残高は常に大きく上回っており、資金的には相当無理をした

業容の拡大であったことが伺われる。それに加えて、その内容たるや、「預

金中ニハ借入金ヲモ含ミ貸出金ノ内ニハ定期預金ト振替勘定トナリ居ルモノ

不鮮ルヤニテ」というもので、その上、架空の預金証書を発行して資金繰り

に利用するという、詐欺紛いの行為の事実もあったと言われるほどに乱脈を

極めたものであった８）。その結果、それまで同行の親銀行的立場にあり、資

金を融通していた第一銀行熊本支店も、貸付金４５万円と当座貸越１０万円の焦

げ付きをおそれて、新規の融通を拒絶するに至ったのである９）。その後、同

行は肥後銀行、肥後農工銀行に資金の融通を要請したが受け入れられなかっ

た１０）。しかし、同行破綻による混乱を虞た熊本市組合銀行は肥後、熊本、飽

田、十五、十八銀行による救済団を組織し、当座の資金の融通に応じること

とした。ところが、今度は九州銀行の重役陣が自力での資金調達を目論み、

救済団による融資を謝絶するという挙に出たのである１１）。しかし、この資金

７）同年公布され、翌十一年から施行されることになっていた貯蓄銀行法に
よる業務内容の規制を嫌ったためであろうか。

８）「預金中ニハ借入金ヲモ含ミ貸出金ノ内ニハ定期預金ト振替勘定トナリ
居ルモノ不鮮ルヤニ……近来手許逼迫ノ余リ空ノ預金証書ヲ発行シテ金
繰ノ用ニ供シタル事実アリ」前掲「熊本市内銀行ノ窮状」大正十一年十
月九日。尚、柴田をはじめとする九州銀行の関係者は背任横領等の罪で
逮捕、起訴されるに至った（「休業中の九州銀行に俄然検挙の手」『福岡日
日新聞』大正十二月十八日、「九州銀行頭取収監」『福岡日日新聞』大正
十一年十二月十九日、「九銀事件予審に廻る」『福岡日日新聞』大正十一
年十二月二十一日等）。
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表５ 九州貯蓄銀行・九州銀行決算 単位：円

決算回数
大正９・下
４１

１０・上
４２

１０・下
４３

１１・上
４４

１１・下
４５

諸預リ金 ２，０７８，２７４ ２，５９７，９０８ ３，４６４，１５５ ３，６２１，７４６
他店ヨリ借 ８１，６７９ １４２，７７４ １６３，７９６ １３９，２９９
借入金 ２６７，４７０ １７１，８９５ ２７５，０５６ １９４，８７０
コールマネー ４０，０００
再割引手形 １５，１７５ １７，３５０ ２７，８７５
未経過割引料 ９，０９８ １０，８５６ ２９，６１１ ２１，１４７
貸付補塡備金 ２７７
資本金 １，０００，０００ １，０００，０００ １，０００，０００ １，０００，０００
法定積立金 ２，５００ ３，５００ ５，０００ ７，０００
別途積立金 ４，０００ ６，５００ ８，０００ １０，０００
行員積立金 ８，４６９ １１，５０４ １４，３２８
支払未済配当金 ５５ ３１１ ９０５ １，０２４
行員退職給与基金 ７００ ９００ １，１００ １，５００
第二種所得税 ４１ ２１７ ４３８
当期純益金 ２１，４７１ ２６，７９９ ３３，４２８ ３４，８１３

合 計 ３，５２０，６９０ ３，９６９，９５２ ５，０１０，１２３ ５，０７４，０４１

払込未済資本金 ６００，０００ ６００，０００ ６００，０００ ４８０，０００
諸貸出金 ２，４９０，６５９ ２，８１２，７１９ ７１３，０８５ ７８７，７４０
割引手形 ２，９５５，７６０ ２，９４５，８９２
他店へ貸 ２２，３９０ ４０，６０８ ３２，８１２ ４６，２４６
預ケ金 １，６６０ ６７，３９８ １３１，３６０ ２２６，１２０
国債証券 １７４，９０１ ３７，８８９ ３８，３９１ ３８，３９１
諸株式 ２５０ ２５０
既払割引料 ７４８ ７６２ ４６０ １，９２２
営業用土地建物什器 ６０，１９６ １８４，５６６ １８６，１６３ ２０３，２４９
建築費仮払金 １１，１９６ １０，８０３ ５，１３６ ５，２６８
現金有高 １５８，９４０ ２１５，２０７ ３４６，７０６ ３３８，９６２

合 計 ３，５２０，６９０ ３，９６９，９５３ ５，０１０，１２３ ５，０７４，０４１

当期総益金 １９７，８６５ ２４２，０９６ ２６５，０６６ ３０２，９３１
前期繰越金 ４，０８８ ３，４８３ ５，００７ ９，５３６

計 ２０１，９５３ ２４５，５８０ ２７０，０７３ ３１２，４６７
当期総損金 １８０，４８１ ２１８，７８１ ２３６，６４５ ２７７，６５４
差引純益金 ２１，４７１ ２６，７９９ ３３，４２８ ３４，８１３

法定積立金 １，０００ １，５００ ２，０００ ２，０００
別途積立金 ２，５００ １，５００ ２，０００ ２，０００
賞与金及行員退職給与基金 ８００ ８００ １，９００ ２，０００
増資新株募集諸経費 ３，２００
配当金 １０，４８６ １７，９９２ １７，９９２ ２０，６９６
次期繰越金 ３，４８３ ５，００７ ９，５３６ ８，１１７

商号「九州
銀行」に変
更

割引手形は
原表に記載
無し、計算
して入力

休業に付決
算広告記載
無し

『九州日日新聞』広告
単位未満切り捨て
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調達の試みが上手くいかなかったことに加え、表６に示される様に経営破綻

時には預金総額が３００万円を下回るまでに預金の流出が続き、その結果、預

金支払のための所要資金が急速に増大したために、ついに同行は大正十一年

十一月三十日に休業を発表したのである１２）。こうして、九州銀行は破綻に追

い込まれたわけであるが、その原因は基本的には無理な業容の拡大と、柴田

９）「平素親銀行ト頼メル第一銀行熊本支店カ最近同行内容意外ニ不堅実ナ
ルヲ見テ資金ノ融通ヲ絶チタル…」「因ミニ同行ト第一銀行熊本支店トノ
関係ヲ聞クニ第一銀行平岡支店長ハ自己ノ専断ヲ以テ同行ニ対シ融通ヲ
与へ居タルカ漸次深入リシテ現在同行ニ対スル貸出高ハ約四十万円（外
ニ当座貸越十万円）ニ上レリ而シテ其内公債其他有価証券ヲ担保トセル
モノ十二万五千円、残リ二十七万五千円ハ不動産担保ナルモ今之ヲ決算
スレハ十五万円計リノ欠損ヲ生スル由、然ルニ最近九州銀行ノ金詰愈甚
シキヲ以テ右貸金ノ回収困難ナルヲ覚リ近時急ニ同行ニ対スル態度ヲ一
変シテ此上新規貸出ヲ為サヽルノミカ従前ノ貸金ヲ返済ヲ促スニ至リタ
レハ…」「九州銀行ノ窮状」大正十一年十一月二十七日（前掲『日本金融
史資料 昭和続編 附録 第四巻』５２１頁）。

１０）「同行頭取柴田ハ窮余日頃相敵視セル肥後銀行ニ膝ヲ屈シテ昨夜来救済
的融通ヲ懇願セルモ若干ノ不動産ノ外是ト云フ担保ナキカ為メ不調ニ終
リタリ柴田ハ更ニ当県知事ヲ通シテ肥後農工銀行ニ援助ヲ依頼スル様子
ナルモ之亦成立ハ覚束ナキ模様ニ候」同前。「九州銀行ハ肥後銀行ニ対シ
救済的融通ヲ依頼セルモ拒絶セラレ更ニ肥後農工銀行ニ援助ヲ懇願シタ
ルカ之亦不調ニ終リ…」「九州銀行ノ窮状」大正十一年十一月二十九日
（前掲『日本金融史資料 昭和続編 附録 第四巻』５２２頁）。

１１）「組合銀行幹部ニ於テモ種々協議ノ結果同行所有ノ手形中稍優良ナルモ
ノヲ抜キ取リ肥後銀行カ単独ニテ二万円、アト一万円ハ熊本、飽田、十
五、十八（第一銀行支店ハ既報ノ如キ関係アレハ此上資金ノ醵出強ヒス）
ノ四行分担シテ融通ヲ与ヘル事ニ決シタルニ……僅々三万円位ノ事ナレ
ハ重役ノ方ニテ資金ヲ調達スルヲ以テ組合銀行ノ好意ヲ多トスルモ資金
ノ援助ハ之ヲ辞シ度トノ意外ノ報ニ接シタル…」「九州銀行ノ窮状」大正
十一年十一月二十九日（前掲『日本金融史資料 昭和続編 附録 第四
巻』５２２頁）。

１２）「九州銀行臨時休業発表ノ件」大正十一年十一月三十日（前掲『日本金
融史資料 昭和続編 附録 第四巻』５２２頁）。
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の関係者に対する不正な貸付を含む総貸付金の七割前後が貸倒になったとい

われる乱脈な経営にあったと言えよう１３）。加えて「日頃相敵視セル肥後銀

行」１４）と言われるように、地元他行との関係が良好でなかったこと、そして

それが頭取の柴田が政治家でもあり（熊本市会議員）「政党的色彩濃厚ナル

同行」１５）とあるように、政治的反目が絡んだものであったと思われる点が、

同行救済の障碍になったのかも知れない。日清戦後恐慌の中で相次いだ、県

下銀行破綻の教訓は全く生かされてなかったと言えよう１６）。十二月に入って

からは岡田県知事を中心として種々救済策が模索され、一時は整理の見通し

が付いたかに報道されたものの１７）、同行は営業を再開することなく、休業し

たまま大正十五年に解散している１８）。

表６ 破綻時の九州銀行貸借対照表 単位：円

負債・資本 資 産

公金預金 ２１，１９５ 証書貸付 ２０９，６８０
定期預金 １，３１５，５６２ 手形貸付 １７６，９２５
当座預金 ２１４，１７５ 当座貸越 ２５４，１１４
特別当座預金 ８９４，７１８ 割引手形 ３，３４９，７５５
通知預金 ２６３，１５０ 荷付為替手形 ３，３６４
預金手形 ３６，７３７ 諸預け金 １，７８５
別段預金 １８４，７４１ 振替貯金 ９５７
再割引手形 ７５，１７５ 振出小切手 ９４
本支店勘定 ８，４２５ 他店勘定貸 ７，９５３
他店勘定預り ３６，９１９ 同預け金 １，１２７
同借り １４８，６５３ 雑勘定 １７，８３０
第二種所得税 ２８４ 建設費仮払 ６，７３８
資本金 １，０００，０００ 国債証券 ３８，２９１
法定積立金 ９，０００ 諸株式 ２５０
別途積立金 １２，０００ 営業用土地建物什器 ２１２，６１７
行員退職給与基金 ２，０００ 払込未済資本金 ４８０，０００
行員積立金 １５，５７３ 純損金 ２７，４２４
支払未済配当金 １，７８７ 金銀在高 １４，１２９
前期繰越金 ８，１１７

合 計 ４，２４８，２１１ 合 計 ４，８０３，０３３

数字は原表のママ（一部判読不能）
『福岡日々新聞』大正１１年１２月２０日掲載記事
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さて、この九州銀行の破綻は県下の他銀行にも影響を与えた。この時期、

既に熊本、飽田の両銀行は九州銀行と並んで内容の悪さが世評に上っていた

が、この両行は親銀行とされた肥後銀行、肥後農工銀行からそれぞれ支払資

金の融通を受けることが出来て急場を凌いでいた１９）。しかし、郡部の銀行に

影響が拡大するにつれて、肥後銀行も多数の銀行に対して単独で資金を供給

する余裕もなくなり、県庁の斡旋の下に第一、十五と共に救済団を編成して

１３）「九州銀行の総貸付額は約四百万円にて此内回収の見込あるものは僅か
百二三十万に過ぎない模様だから結局二百七八十万円の欠損は到底免れ
ぬ所であろう」（「九州銀行に破産宣告するかも知れぬ」『福岡日日新聞』
大正十一年十二月十八日」）。「貸付金総高三百九十九万円の内確実に回収
見込の分は約五十万円……」（「九州銀行の整理略見当付く」『福岡日日新
聞』大正十一年十二月十九日）。又、不良貸付に関しては「柴田の不当貸
付中最も大口と称せられる（百六十万円）柴田従弟で現に博多で株式売
買を営で居る森下清も十七日熊本署に召還され……」（「召喚された柴田
取締役」『福岡日日新聞』大正十一年十二月十八日）。

１４）前掲「九州銀行ノ窮状」大正十一年十一月二十七日。
１５）「同社は熊本市会議員柴田貢氏を頭取とした資本金百万円の銀行にし

て…」『九州新聞』大正十一年十二月一日（新熊本市史編纂委員会『新熊
本市史史料編第九巻 新聞上 近代』６５５頁）。「殊ニ政党的色彩濃厚ナル
同行ノ事トテ何時異変ヲ見ルヤ難計容易ニ楽観ヲ許サヽル形勢…」前掲
「九州銀行ノ窮状」大正十一年十一月二十九日。又、「一四回選挙（大正
九年五月の総選挙…引用者）には……熊本県もときの川口彦治知事によっ
て、県政をあげて政友会の党勢拡張にささげられた。……九州銀行支持
の件……にともなう集団強制入党・反対党町村長不認可などと、県治の
あらゆる手をつくして政友会の党勢拡張がなされた。」熊本県『熊本県
史 近代篇三』３３頁。

（ママ）

１６）当時のマスコミからも「同行の不良貸出の欠損額二百八十余万円中□田清
に対する百六十万円の山林担保貸出の如きは去る明治三十三年中熊本金

（ママ）

融界に大恐慌を惹起した国権党の堀部直臣清水茂次郎松崎為巳中村妻馬
（ママ）

四名の頭取及び支配人の手で経営してゐた熊本市米屋町第五銀行の恰も
符節を合すが如く同一轍に出居り…」（「九州銀行頭取収監」『福岡日日新
聞』大正十一年十二月十九日）、と論評されるほどである。

－２４－
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（後に十八銀行も参加）日銀からの資金供給の途を開きながら、何とか事態

を乗り切った２０）。

こうして、大正十一年末の銀行動揺は一応沈静化したものの、翌十二年に

なると再燃した。その間、郡部の中小銀行が次々に肥後銀行に合併されてい

く一方で２１）、熊本銀行を中心とする銀行合同の動きが表面化した。同行は第

一次大戦以降活発になった中央大銀行の県内への支店設置の影響で経営が圧

迫されていたと言われているが２２）、ここで表７によって明治末年、大正六年、

大正十二年を比較して「中央大銀行」の熊本進出の様子を検討しておくと、

１７）「預金払戻も出来やう 九州銀行の整理案が出来たと当事者は語る」（『福
岡日日新聞』大正十一年十二月十三日）、「九銀整理案出来」（同前）、「九
銀整理の難関」（『福岡日日新聞』大正十一年十二月十六日）、「九銀に破
産宣告するやも知れぬ」（同、大正十一年十二月十八日）、「日本銀行の援
助で九銀は整理される」、「九州銀行の整理略見当付く」（同、大正十一年
十二月十九日）、「九銀引受の申込が多い 銀行や素封家から」（同、大正
十一年十二月廿一日）、「九州銀行整理案」（同、大正十一年十二月廿三日）、
「九銀整理見込附く 休業は明年一月一（卅一の誤りか……引用者）日迄
延期」（同、大正十一年十二月廿六日）等の記事。但し、これらの記事に
よっても、破綻した九州銀行の具体的な「受け皿」がどうであったのか
は不明である。

１８）『銀行総覧』昭和元年。
１９）「熊本、飽田両行ハ可ナリ打撃ヲ蒙リ夫々親銀行ヨリ支払資金ノ融通ヲ

受ケテ急場ヲ凌キタリ」前掲「熊本市内銀行ノ窮状」大正十一年十月九
日。

２０）「最早単独ニテ融通ヲ与フル余裕ナク形勢日ニ険悪ヲ加ヘタルニヨリ肥
後銀行ハ県当局斡旋ノ下ニ第一、十五両行ニ計リ三行共同ニテ（十八銀
行後ニ加入）救済団ヲ組織シ本行ヨリ救済資金ノ融通ヲ仰グ事トナリ
シ……右四行ノ貸出セル救済資金ハ総計約百四十万円ヲ算セリ従テ当店
ヨリ救済団ヲ通シテ貸出セル特別融通額ハ今日迄ノ処ニテハ二口、十八
万五千円ニ止レリ」「大正十一年十二月中金融状況」大正十一年十二月
（『日本金融史資料 昭和続編 附録 第四巻』５２２～３頁）。

２１）肥後銀行による県内中小銀行の合併に関しては、前掲『肥後銀行史』５８
頁。
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明治末年時点で東京、大阪に本店を置く普通銀行の熊本県下における支店設

置数はゼロであるが、大正六年には４店舗になり、十二年時点では肥後銀行

を吸収合併した安田銀行の支店を除けば、大阪に本店を置く銀行の撤退も

あって３店舗に減っている。従って、大戦好況期には中央の銀行の進出が一

定程度見られたものの、戦後不況期にはそのような傾向は支店設置状況から

見る限り沈静化していたと言えるだろう。又、表８で貸出と預金の面から県

外銀行支店の地位を見ておくと、貸出では戦後好況期に県全体に対する比率

を高めてはいるが、十年以降はその比率を低下させており、預金に関しては

大戦末期から戦後にかけて、徐々にではあるが比率を低下させていることが

分かる。従って、大戦末期から戦後にかけての好況期に中央の大銀行をはじ

めとする県外銀行が、熊本県金融市場において急速にその地位を高めたと言

うことは、少なくとも量的には妥当しないだろう。

２２）「近年当市ニ中央ニ於ケル大銀行ノ支店設ケラレテヨリ自然其圧迫ヲ受
ケタル…」前掲「熊本市内銀行ノ窮状」大正十一年十月九日。又、熊本
県への他県銀行の支店開設に関しては、前掲『肥後銀行史』４６～７頁、前
掲『熊本県史 近代編第三』３３７～９頁。

表７ 東京・大阪銀行店舗

大正６年 大正１２年

東京国債銀行 天草支店 天草郡富岡町 不動貯金銀行 熊本支店 熊本市
第一銀行 熊本支店 熊本市 共栄貯金銀行 熊本支店 熊本市
共栄貯金銀行 熊本支店 熊本市 第一銀行 熊本支店 熊本市
三十二銀行 熊本支店 熊本市 十五銀行 熊本支店 熊本市
三十二銀行 人吉支店 球磨郡人吉町
浪速銀行 熊本支店 熊本市

大蔵省『銀行総覧』
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４．熊本地方における銀行合併

ところで、熊本銀行は同年二月に飽田、植木、玉名、益城の四行に合併を

呼びかけた２３）。これは、九州銀行破綻の余波によって弱体化した、各銀行の

経営基盤の強化を図ろうとするものであった。４行の内、玉名銀行は肥後銀

行に合併されることになり、他の３行が合併協議に応じることになった２４）。

その後、協議を重ねた結果、同年五月には協定が成立したものの、その内容

が、行務の整理を合併後に実施するというものであったために、県を介して

救済を依頼した安田銀行に、救済援助を断られる結果になってしまった２５）。

その後、状況の変化から益城銀行は合併談から身を引くことになり、残る３

行で協議が続けられた２６）。そうこうしている内に、熊本銀行は大正十二年十

月に、資金的行き詰まりから日銀に救済を要請するに至った２７）。この原因は、

２３）前掲『肥後銀行史』８６頁。
２４）同前。
２５）同前。
２６）前掲『肥後銀行史』９２頁。

表８ 県外銀行比率 単位：円

大正７ ８ ９ １０ １１ １２ １３

県総合計
貸付金 ２４，２６６，７００ ３３，６８０，５０７ ３３，４８７，５７６ ３９，９３４，９７２ ４４，２１５，９０４ ５２，２７０，２６３ ４４，３６４，５２５
当座貸越金 ４，５３５，９６２ ７，９７３，５６６ １０，６９７，５６８ １１，９４２，４２６ １３，４０３，５２５ １２，５３０，０２４ ９，３７９，５００

県外銀行支店
合計

貸付金 ６，６４０，１１３ ７，８０４，７９２ ９，９４６，０６４ １０，０５１，７４０ １０，２４５，８００ ９，８６６，６２８ ７，３３６，６１９
当座貸越金 １，２０７，４７５ １，６０５，９０６ ２，１３１，４７５ ２，１４２，６４０ ２，１９５，１９０ ２，３４４，４４７ ２，２５４，２６９

県外銀行比率
（％）

貸付金 ２７．４ ２３．２ ２９．７ ２５．２ ２３．２ １８．９ １６．５
当座貸越金 ２６．６ ２０．１ １９．９ １７．９ １６．４ １８．７ ２４．０

県人民預金総計 ３１，４３３，７９８ ４４，１１６，７２０ ４６，４０８，１４７ ５４，４０２，９９１ ５１，２８３，０５３ ５４，２７５，２５８ ５２，０３５，３１８
県外銀行支店分合計 １１，３７２，９７５ １５，５２２，２４９ １５，８０１，２９８ １７，６５１，１８３ １６，２８５，１１２ １５，８７８，１１４ １６，５７０，４６６

県外銀行比率 （％） ３６．２ ３５．２ ３４．０ ３２．４ ３１．８ ２９．３ ３１．８

１２年以降の安田銀行は県内銀行として計算
『熊本県統計書』、年末残高
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日銀によれば同行の支店制度の欠陥にあるという。即ち、郡部に所在する同

行の６支店の内、４支店は請負制度を採用しており、支店長が当該地域の有

力者であるために、支店で集めた預金は本店に回送されず、周辺地域の融資

に回され、本店は支店から仕向けられた為替の支払のみを行っていたという

のである。そのため、本店の支店向け貸勘定は４０万円に上り、本店は常に資

金欠乏の情況を強いられ、とうとう支払資金の調達に窮することになったの

である２８）。そこで、熊本銀行における本支店別の貸借状況を『熊本県統計書』

を利用した表９によって見ておこう。どの支店が請負制を採用していたのか

が不明であるので、同行の全郡部所在支店を対象にせざるを得ないのである

が、それでも大まかな傾向は掴めるであろう。同表によれば銀行全体として

２７）「熊本銀行ハ一、二大口預金ノ引出ニ遭ヒテ行詰リ終ニ本行ニ救済ヲ仰
クニ至リタル…」「熊本銀行の窮状」大正十二年十月十一日（『日本金融史
資料 昭和続編 附録 第四巻』５８９頁）。

２８）「四支店ハ請負制度ニ依リ支店長ハ其地方ノ有志家ナルカ殆ント独立セ
ルモノヽ如クニテ本店ノ指図行ハレス就中本店ノ最苦痛トスル所ハ支店
ヨリ仕向ケラレタル為替ノ仕払ニシテ本店ハ絶ヘス其仕払ニ追ハレ一方
支店ヘ這入リタル資金ハ容易ニ本店ヘ回送セス全額其地方ヘ貸出サルヽ
ヲ以テ目下支店ニ関スル貸勘定約四十万円ニ上レル有様ニシテ之カ為メ
ニ次第弱リニ弱リ終ニ行詰リタル次第ニ候」同前。

表９ 熊本銀行預貸状況 単位：円

大正７ ８ ９ １０ １１ １２ １３

預金－貸出金
本店 －２４３，６６９ －１２３，６２３ －２３１，１５６ －２２３，５８０ －１７８，６６５ －２４３，５２１ －３０８，０２５
支店 －５５６，０６９ －３８２，０６９ －６４５，６２１ －７０４，８１１ －１，１５０，４７２ －１，２８８，６７８ －１，０６２，７４６

合 計 －７９９，７３８ －５０５，６９２ －８７６，７７７ －９２８，３９１ －１，３２９，１３７ －１，５３２，１９９ －１，３７０，７７１
郡部支店 －６０４，７５０ －４６６，０７９ －７０１，３３８ －７５７，０５８ －１，０５１，８０９ －１，１７０，６１６ －１，０６０，６１２

預貸率（％）
本店 １６７．８ １２４．３ １４０．４ １３４．８ １２４．０ １３５．３ １５０．２
支店 ３９２．３ １７６．４ １９８．５ １８３．５ ２７２．９ ２９２．３ ２４７．９
合 計 ２４５．４ １５０．１ １７１．５ １６２．５ １９４．３ ２１２．７ ２０２．９

郡部支店 １２７８．７ ２５３．２ ２４８．７ ２１８．０ ３００．７ ３１５．０ ２７９．７

出典は表８に同じ

－２８－
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もこの時期に貸出が預金を常に上回っているが、中でも郡部所在支店におけ

るギャップが大きい。即ち、貸出金が預金を上回っている額は本店では３０万

円を大きく超えることはないが、郡部支店に限ってみれば少ないときでも４６

万円余を示しており、大正十一年以後は常に百万円を超える額に達している。

同行は前述のように大正七年から十二年にかけて支店の出店に積極的であり、

それに符節を合わせるように郡部所在の支店における貸出超過額が増加して

おり、特に、大正十年から十一年にかけての郡部支店の貸出超過額の増加幅

は大きく、これが同行における資金のショートとそれによる経営危機を招い

たとする、先にあった日銀による評価もある程度妥当しているとみてよいだ

ろう。とは言っても、十一年上期末の熊本銀行の貸借勘定を見ると、預金総

額１７０万円余に対して貸出総額は２８０万円弱を示しており２９）、もし支店からの

預金の回送が順調であったとしても、資金的に綱渡りの状態であったことは

否定できない。

かくて、熊本銀行としては合併による経営基盤の強化を急がなくてはなら

ない情況に立ち至ったのであるが、飽田銀行が単独増資の計画を立て、これ

また合併協定から脱退する姿勢を見せ、合併協議は完全に行き悩みの様相を

呈したのである３０）。そこで、熊本銀行は単独で業容の整理を実行し、その上

で日銀及び安田銀行に救済を要請する方策を探ることになった３１）。ところが、

飽田銀行において計画していた増資が困難となり、単独で営業を続けられる

見通しが遠のき３２）、さらに大蔵当局からの勧奨もあって３３）、再び、熊本、植

木、飽田の３行による合併が現実味を帯びることになった。数回の協議の後、

六月十日付で合併協定書が提出された。その主な内容は、三行は解散して新

２９）「十一年上半季末 預金総額 一、七二九千円
〃 貸出総額 二、七八七千円」前掲「熊本市内銀行ノ窮

状」大正十一年十月九日。
３０）前掲『肥後銀行史』９２頁。
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銀行を設立すること、各行の資産内容調査は県庁に依頼すること、合併後の

運転資金として安田銀行を通じて日銀から５０万円までの融資を受けること等

であった３４）。そこで、県は各行の資産内容の調査に入り、同九月末時点で約

９９万円の損失が出る見込みを報告した。ところが、救済を依頼された安田が

再度の調査を実施したところ、損失見込額は１５０万円余に達する事が明らか

になり、再び合併計画は暗礁に乗り上げた。こうした事態を打開するため、

県庁と関係３行は日銀に特別融資を要請し、日銀も１５５万円の融資を受け入

れたことで安田の援助も得られることとなり、漸く大正十四年五月の各行臨

時総会で合併契約書が承認され、七月に３行合併による資本金５４万円の肥後

協同銀行が設立されたのである３５）。この合併に際しては、各行とも大幅な減

資を余儀なくされ３６）、さらに、熊本、飽田両行の重役はそれぞれ２５万円、３０

３１）前掲『肥後銀行史』９３頁。「二月九日結城氏来熊ノ際安田銀行ニ救済方懇
請シテ諒解ヲ得タル一方……単独ニテ別紙整理案ノ通リ根本的整理ヲ断
行スルト同時ニ安田銀行ノ救済ニ依リテ局面ヲ打開スルノ方策ヲ立ツル
ニ至リタル次第ニ候」「安田銀行ニ後援ヲ申出テ其ノ後援ノ下ニ営業仕候
ハヾ将来確実ニ経営シ得ル事ヲ認メ安田銀行結城副頭取ニ右後援方懇請
仕候処同氏モ当銀行ノ損失ト認ムヘキ金額ヲ完全ナル減資又ハ其他ノ方
法ニ依リテ整理シ且ツ御行ノ御諒解ヲ得バ重役トモ協議シ援助スルコト
モ差支ナカラントノ御意向ト承リ…」「熊本、飽田、植木三銀行合併問題
其後ノ状況」（『日本金融史資料 昭和続編 附録 第四巻』５８９～９０頁）。

３２）「飽田銀行ニ於テハ増資計画ニ実行困難ナル上新ニ加入セル重役ヨリ資
金ヲ調達スル事モ出来ス依然経営難ニ苦シミ此儘ニテハ到底営業ヲ継続
スル能ハサル…」「熊本、飽田、植木三銀行合併協定成立ノ件」（『日本金
融史資料 昭和続編 附録 第四巻』５９１頁）。

３３）前掲『肥後銀行史』９３～４頁。
３４）六月十日付け合併協定書は、「熊本、飽田、植木三行合併整理ノ件」（『日

本金融史資料 昭和続編 附録 第四巻』５９２頁）。又、七月十四日付の
協定書は、前掲『肥後銀行史』９４～５頁。両者の内容の主な相違点は、後
者において、調査の結果で資産中に欠損が生じた場合は、各行が自身の
責任で処理する旨の項目が挿入されたことである。

－３０－
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万円の私財提供を求められるなど３７）、株主にとっても重役陣にとっても、厳

しい整理を迫られたのである。設立後の肥後協同銀行の頭取には、旧飽田銀

行取締役で県会議員や地元企業の役員としても活躍した林田昌蔵が選出され

たが、実質上のトップとも言うべき常務取締役には、東肥製紙会社、肥後銀

行を経て安田銀行貸付課長、同行熊本支店副長を勤めた田尻昇蔵が就任し、

支配人にも安田銀行の高浜栄太郎なる人物が入ることになり３８）、県下銀行界

における安田の影響力は決定的なものになった。他方、安田系銀行として営

業していた肥後銀行は、大正十二年の安田銀行系諸銀行の大合同に際して安

田銀行に合併され、同行本店は安田銀行熊本支店となった３９）。

３５）この間の経過は、前掲『肥後銀行史』９６～７頁。又、日銀からの融資条件
に関しては、「一、御貸付金額 百五十五万円 二、利率 日歩一銭九
厘 但将来ト雖モ貴行公定利率三厘下ケトシテ高低スルコト 三、
期限 大正十六年七月一日 四、弁済方法 期限中ト雖モ銀行ノ状態
之ヲ弁済シ得ルニ至リタルトキハ義務履行致スヘク若シ弁済シ難キ状態
ニ在ルトキハ条件ヲ変更スルコトナクシテ延期ノ考慮ヲ乞フコト」「安田
銀行熊本支店経由熊本、飽田、植木三行整理資金特別融通申請ノ件」（『日
本金融史資料 昭和続編 附録 第四巻』５９４頁）。

３６）各行の旧払込資本金額と新銀行の株式交付額は以下の通りである。
熊本銀行 ８３６，３２５円→２５０，０００万円
飽田銀行 ４９９，８７５円→１６５，０００円
植木銀行 ２５２，５１５円→１２５，０００円

３７）前掲『肥後銀行史』１００頁。
３８）同前、１０６頁及び１１４頁。尚、林田の経歴に関しては、前掲『肥後銀行七

十年史』６３頁、又、田尻に関しては『人事興信録第五版』、『人事興信録
第十版』。

３９）大正十二年の安田銀行による地方銀行合併に関しては、差し当たり前掲
『安田銀行六十年史』２２９頁以下を参照。
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５．天草地方における銀行合併運動

さらに、第一次世界大戦後の不況の中で、天草地方においても銀行合併の

動きが起きた。事の発端は大正十二年三月に発生した、天草地方に支店を有

していた島原銀行の破綻であった。この影響を受けて天草に本店のあった天

草、中西、苓洲の３行は預金の減少が続き４０）、資金の枯渇が予想されたため

に、肥後、第一、十五，十八の四行による共同救済が実施されることになり、

日銀から３０万円の救済資金が融資されることになった４１）。その後、季節的な

要因による預金の回復や各銀行の貸出回収努力、さらには日本勧業銀行から

の救済融資などが功を奏して、同年夏には事態は沈静化した４２）。しかし、３

４０）「苓洲銀行（公称資本金一、五〇〇千円、内払込三七五千円、預金一、六
〇〇千円、貸出一、八一五千円）ハ島原銀行休業ノ影響ヲ蒙リ昨十九日同
行二江支店ニ預金者七、八十名押掛ケ約一万五千円引出サレタルカ…」
「苓洲銀行二江支店ノ預金取付」大正十二年三月二十日（前掲『日本金融
史資料 昭和続編 附録 第四巻』５７３頁）、「数寄屋銀行ノ形勢不良ナル
ニ因リ天草方面所在ノ苓洲、中西、天草ノ三行ニ緩慢ナル預金ノ引出有
之…」「天草地方三銀行ノ窮状」大正十二年三月二十九日（同前）。

４１）「本月二十五日肥後、第一、十五、十八ノ四行ニテ共同救済ノ議纏リ本
行ヨリ救済資金ヲ貸出ス事トナリ（二十八日三十万円融通セリ）」「大正
十二年四月金融状況」大正十二年四月（前掲『日本金融史資料 昭和続
編 附録 第四巻』５７４頁）。

４２）「五月末春繭代金ノ同地方ニ流入（約五十万円）セルカ為メ預金漸減ノ
傾向ハ一転シテ幾分カ増加のノ気味ヲ呈シ……春繭代金ノ如キモ一部ハ
郵便貯金トナリタルモ個人ノ死蔵セルモノ尠カラス銀行預金トナレルハ
極メテ僅カナリト云フ……勧業銀行ヨリ借入ヲ約束セル資金三十万円（三
行共同ニテ）ハ今月初メ担保調書ヲ提出セルヲ以テ不日融通ヲ得テ当地
救済団ヨリ借入タル三十万円ヲ返金スル事トナルヘク中西銀行ハ別ニ勧
業銀行ヨリ尚二十万円ノ融通ヲ受クヘク之モ近々手続ヲ了スル筈ナルカ
此内十万円ハ第一銀行熊本支店ニ返金シアト十万円ハ手許準備トナス
由」「最近ニ於ケル島原、天草方面の状況」大正十二年七月十三日（前掲
『日本金融史資料 昭和続編 附録 第四巻』５７５頁）。
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行とも小規模（３行の払込資本金は合計で１５４万５千円）で営業基盤が弱い

ことなどから、県当局による合同勧奨があり、また、天草銀行が単独で十八

銀行に申し入れた合併談が破談になったことなどもあって、十三年二月に３

行合併に関する申し合わせが一応成立を見た４３）。しかし、ここでも政治的反

目（天草銀行は憲政会、中西銀行は政友会、苓洲銀行は政友本党）があり、

しかも、同年五月には総選挙が実施され、中西と苓洲の重役が互いに対立候

補となったという事情もあって、合併談は一時頓挫した４４）。その後、地元出

身の代議士による仲介と地元に縁があり、大阪市会議員や大阪株式取引所常

務理事等を歴任し、また、多くの会社の役員経験のあった宮崎敬介が合併後

の新銀行に対して相当の出資をする用意がある、といったような話まで出た

ために、再び合併談は進行するやに見えた４５）。しかし、業務の整理を伴わな

い合併計画が大蔵省の容れるところとならず４６）、さらに、宮崎が翻意したこ

４３）「内々三行合同ヲ策シ県当局ニ於テモ極力合同ヲ慫慂シツヽアリシ
ニ……天草銀行ノ如キハ秘カニ単独ニテ長崎十八銀行ニ合併談ヲ持込ミ
タル有様ニテ合同談ハ一時行悩ミ居候処三行共依然経営難ニ苦メルノミ
ナラス天草銀行ハ十八銀行ニ合併談ヲ拒絶セラレタルヲ以テ最近三行合
同談再燃シ……」「天草地方三銀行合併談再燃ノ件」大正十三年二月二十
二日（同前、５７６頁）。

４４）「殊ニ各行政党的色彩ヲ異ニセル事迚（天草ハ憲政会、中西ハ政友会、
苓洲ハ政友本党）」前掲「天草地方三銀行合併談再燃ノ件」、「五月総選挙
ニ際シ苓洲銀行重役池田泰親（政本党）ト中西銀行重役中野猛雄（護憲
派）トノ間ニ激烈ナル競争ヲ演シタルヨリ…」「天草地方三銀行合併談其
後ノ状況」大正十三年十二月十日（同前、５７７頁）。

４５）「本秋小橋一太氏帰郷ノ砌大阪ノ宮崎敬助氏ガ郷里天草ノ財界ノ為メ三
行合併スルニ於テハ五十万円位ノ出資ヲ吝マサル意嚮アルヤノ話ヲ持来
リタルヲ以テマタ合併談再燃シ…」同前。尚、宮崎の経歴は『人事興信
録第五版』。

４６）「大蔵当局ノ内意ヲ聞キタルニ何等整理ヲ為サヽル現状ノ儘ノ合併ハ不
同意ナリ…」「天草地方三銀行合併談其後ノ状況」大正十四年一月十六日
（同前、５７８頁）。
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ともあって４７）、結局、事態は二転三転したものの、この時には３行の合併は

ならないままに終わってしまったのである。先の九州銀行の例といい、この

天草の例といい、熊本県に限ったことではあるまいが、銀行重役陣間の政治

的対立が地方銀行救済や合併の障碍になっていたと言えよう。また、この時

の天草地方の銀行動揺が島原地方の銀行の破綻によって引き起こされたこと、

天草銀行が長崎に本店のある十八銀行との合併を模索したことなど、天草地

方が熊本県内であったとは言え、金融的には長崎県島原地方とより強く結び

付いていたことを窺わせる。このような、県境を越えた結び付きを無視する

形で、県当局が一方的に行政区域（県）単位での地方的合併を無理強いしよ

うとしても、話が順調に進むとは限らなかったのではないだろうか。

ところで、この第一次大戦後の不況期に破綻に追い込まれたり、再編成の

対象になった銀行の店舗設置状況を表１０によって確認しておこう。すると、

先ず判明することはどの銀行も比較的支店数が多く、積極的な店舗展開をし

ていたことが分かる。ことに、九州、熊本、苓洲、中西、天草の各行は県下

の銀行の内でも支店数が多い。さらに、表中の＊印は大正六年末と十二年末

を比較して、その間に新設された店舗を表しているが、飽田銀行を除くと話

題に上った銀行の全てが支店の新設に積極的であったことが分かる。中でも、

天草地方における支店新設動向は常軌を逸しているとさえ言い得るような状

況である。さらに、表１１で各銀行の貸出金額（貸付金・当座貸越金合計）と

人民預金とを比較してみると、貯蓄銀行という特殊性を抱える九州貯蓄銀行

（１０年以降、九州銀行）を除く、いずれの銀行でも前者が後者を超過してい

る年が多く、県全体の傾向を数年先取りしている感がある。支店の増設と並

４７）「天草銀行は他の二行が自行と同程度迄新株の払込を徴収するに非ざれ
ば合同せずと主張し…」「宮崎敬助が林市蔵等の諫言により態度を一変し
たる…」「天草地方三銀行合併談其後の状況」大正十四年十月十二日（同
前）。
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表１０ 大正１２年銀行店舗状況
銀行名 店舗名 所 在 備 考 銀行名 店舗名 所 在 備 考

苓洲銀行 本店 天草郡本渡町 ＊ 九州銀行 坪井支店 熊本市 旧九州実業銀行

苓洲銀行 富岡支店 天草郡富岡町 ＊ 九州銀行 小島支店 飽託郡小島町 ＊

苓洲銀行 二江支店 天草郡二江村 ＊ 九州銀行 多良木支店 球磨郡多良木町 ＊

苓洲銀行 御領支店 天草郡御領村 ＊ 九州銀行 御船支店 上益城郡御船町 ＊

苓洲銀行 魚地支店 天草郡魚地村 ＊ 九州銀行 浜町支店 上益城郡浜町 ＊

苓洲銀行 志岐支店 天草郡志岐村 ＊ 九州銀行 高浜支店 天草郡高浜村 ＊

苓洲銀行 都呂々支店 天草郡都呂々村 ＊ 九州銀行 来民支店 鹿本郡来民町 ＊

苓洲銀行 大矢野支店 天草郡登立村 ＊ 九州銀行 砥用支店 下益城郡西砥用村 ＊

中西銀行 本店 天草郡本渡町 天草銀行 本店 天草郡本渡町

中西銀行 水俣支店 葦北郡水俣町 ＊ 天草銀行 富岡支店 天草郡富岡町 ＊

中西銀行 一町田支店 天草郡一町田村 ＊ 天草銀行 登立支店 天草郡登立村 ＊

中西銀行 志岐支店 天草郡志岐村 ＊ 天草銀行 宮田支店 天草郡宮田村 ＊

中西銀行 御領支店 天草郡御領村 ＊ 天草銀行 牛深支店 天草郡牛深町 ＊

中西銀行 宮田支店 天草郡宮田村 ＊ 天草銀行 一町田支店 天草郡一町田村 ＊

中西銀行 大矢野支店 天草郡登立村 ＊ 飽田銀行 本店 飽田郡春日村

中西銀行 大浦支店 天草郡大浦村 ＊ 飽田銀行 小島支店 飽託郡小島町

熊本銀行 本店 熊本市 旧九州商業銀行 飽田銀行 川尻支店 飽託郡川尻町

熊本銀行 南関支店 玉名郡南関町 飽田銀行 隈庄支店 下益城郡隈庄町

熊本銀行 坪井支店 熊本市 旧九州商業銀行 植木銀行 本店 鹿本郡植木町

熊本銀行 高浜支店 天草郡高浜村 ＊ 植木銀行 川尻支店 飽託郡川尻町 ＊

熊本銀行 牛深支店 天草郡牛深町 旧九州商業銀行 益城銀行 本店 上益城郡御船町

熊本銀行 水俣支店 葦北郡水俣町 ＊ 益城銀行 浜町支店 上益城郡浜町村

熊本銀行 佐敷支店 葦北郡佐敷町 ＊ 益城銀行 木山支店 上益城郡木山町 ＊

熊本銀行 内牧支店 阿蘇郡内牧町 ＊ 益城銀行 甲佐支店 上益城郡甲佐町 ＊

九州銀行 本店 熊本市 旧九州実業銀行 益城銀行 砥用支店 下益城郡西砥用村 ＊

九州銀行 鏡支店 八代郡鏡町 旧九州貯金銀行 玉名銀行 本店 玉名郡高瀬町

九州銀行 八代支店 八代郡八代町 ＊ 玉名銀行 荒尾支店 玉名郡荒尾町 ＊

九州銀行 日奈久支店 葦北郡日奈久町 ＊ 玉名銀行 江田支店 玉名郡江田村 ＊

九州銀行 人吉支店 球磨郡人吉町 旧九州実業銀行

各年次『銀行総覧』

表１１ 合併対象銀行預貸状況 単位：円

大正７ ８ ９ １０ １１ １２ １３

九州貯蓄銀行 ６６５，８９６ ６２７，００８ ６２１，３０７ ２，７６５，６７１
熊 本 銀 行 －１９６，４２３ １２７，２９１ －７４，０３７ －６２，６０８ －４０６，０６０ －５９９，４６９ －４４９，５８１
飽 田 銀 行 －１９，６８９ ５５，７３４ ３３，１９４ －２２１，９３１ －５８４，５０７ －６９０，２７９ －７５７，４８１
玉 名 銀 行 １０，８５７ ９３，６７６ －８６，４７１ －１３９，６１９ －２３６，５９３
益 城 銀 行 －１６，１５２ －４７，００３ －１２７，２４１ －２４１，３５４ －６４７，３８３ －１，１２４，５３０ －７４２，０７３
植 木 銀 行 －１９，０４３ －９０，３５３ －２０３，５８４ －２３５，５２２ －４８７，７７９ －２９８，２１４ －２４９，４７８
天 草 銀 行 －４７，９５５ －３７４，９６６ －４１９，２４８ －６０１，０７２ －９７２，１３２ －１，２０９，７２２ －１，３３９，０２５
苓 洲 銀 行 －３８７，０３４ －９０２，７２５ －７８９，８９８
中 西 銀 行 －７０，６３８ －６４，２９４ －３０６，２０７ －８５，０４０ －２３８，３４５ －４２９，５０６ －３８４，４３９

大正１１年以降の九州銀行は同行が休業中でもあり、又、数値にも疑義があるので採用しなかった。
尚、九州貯蓄銀行は１０年以降は九州銀行。
出典は表８に同じ
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んで無謀な積極策にでた銀行が再編成の対象になっていることが確認されよ

う。加えて、ここでも天草地方所在銀行の動向は極端である。

そこで、表１２によって、天草地方に本店を置いていた天草、中西、苓洲の

三つの銀行に関して少し立ち入って見ておこう。同表によれば、三つの銀行

の貸出総額は大正七年には１００万円足らずだったものが、十三年には７００万円

近くにまで激増している。それに対して、人民預金額は８５万円から苓洲銀行

が設立された十一年に４９０万円のピークを示し、その後十三年にかけて４４０万

円弱に減少するという推移を示している。その結果、預金に対する貸出金の

超過額は七年の１２万円弱から十三年には２５０万円に達しているのである。又、

大正十一年に新設された苓洲銀行を除いて、天草、中西の両行は八年以降に

なって貸出においても預金においても支店の比率が上昇し始めている。そこ

に、十一年に設立当初から多数の支店を抱えた苓洲銀行が競争に参加したの

である。結果として、十二年以降はさらに支店の占める比率が高まり、十三

年に至って預金においては全体の５８％にまで達したのである。一方、貸出金

に占める支店の比率は十三年時点で４５％を示しており、増加はしているもの

の預金ほどではない。即ち、天草地方に本店を置く三つの銀行は積極的な支

店の開設を基礎にして、支店において預金を獲得し、それを本店に回して貸

出競争を展開しようとしていたのである。しかし、預金の伸び悩み、特に本

店におけるそれが十二年以降顕著になって４８）、経営の行き詰まりが表面化せ

ざるを得ない状況に追い込まれたと言うことが出来るだろう。つまるところ、

大戦後不況期に何らかの形で経営不振や破綻に追い込まれた銀行は、好況期

４８）天草地方における預金獲得に関しては、十二年に安田銀行天草支店が開
設された影響が大きいと思われる。即ち、同店の預金残高は十二年末で
４４２，９００円、十三年末で９０７，６６０円であり（『熊本県統計書』）、十三年末で
天草地方所在３銀行合計人民預金残高の２０％以上を占めるまでになって
いる。地元地方銀行の経営危機が表面化する中で、中央大銀行への信用
が如実に見て取れる一事例であろう。
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表１２ 天草地方本店銀行 単位：円

大正７ ８ ９ １０ １１ １２ １３

本店貸出金
天草銀行 貸付金 ５０１，７３６ ８７９，６０９ １，１２４，８２０ １，２１２，７１４ １，６０４，３８６ １，４７２，８０９ １，４４９，８０４

当座貸越金 ２７，２４９ ７０，９６７ ９８，３１０ １７０，１８８ ２４８，３０１ ２１７，７９７ １７４，６７９
苓洲銀行 貸付金 ５５２，３４２ ７９５，２６６ ８３５，８９９

当座貸越金 ３０８，３８０ ３７９，９６３ ４０８，８６３
中西銀行 貸付金 ３６７，７３６ ５７２，８０４ ８８４，０９２ １，０４８，９５１ ９７０，９０８ ８８６，４４１ ９１５，８０７

当座貸越金 １４，０４４ １９，６８０ ５３，３７０ ７３，４９４ ８２，９９７ ６４，０９４ ３３，１５６

３銀行合計 ９１０，７６５ １，５４３，０６０ ２，１６０，５９２ ２，５０５，３４７ ３，７６７，３１４ ３，８１６，３７０ ３，８１８，２０８

支店貸出金計
天草銀行 貸付金 ３１，７１５ ９９，４２１ ２９７，８１６ ４７５，３４７ ５２１，０８８ ５４７，６９９ ４４４，２８４

当座貸越金 ２７，０６１ １０７，６０１ １２２，６５０ １８４，２５５ ２０７，１８１ ２１８，５５９ １１４，７６８
苓洲銀行 貸付金 ４２３，１８７ ５７９，０３１ ５８１，９４５

当座貸越金 ３６７，１２４ ３４３，４４２ ３５６，８０７
中西銀行 貸付金 ２２４，４６９ ５０４，４５６ ８８４，４７４ ９９６，２２１ ９８２，９９３ １，４７８，８２１

当座貸越金 ４４，５６２ ６８，３４６ １３５，６１４ ２１１，８５０ １８１，０２６ １０４，０３３

３銀行合計 ５８，７７６ ４７６，０５３ ９９３，２６８ １，６７９，６９０ ２，７２６，６５１ ２，８５２，７５０ ３，０８０，６５８

貸出金総計 ９６９，５４１ ２，０１９，１１３ ３，１５３，８６０ ４，１８５，０３７ ６，４９３，９６５ ６，６６９，１２０ ６，８９８，８６６
支店比率（％） ６．１ ２３．６ ３１．５ ４０．１ ４２．０ ４２．８ ４４．７

本店人民預金
天草銀行 ４４８，２９３ ６１９，５１１ ８１６，５９７ ９７６，０２０ １，１２３，７２０ ７３９，１６２ ４７６，４４５
苓洲銀行 ５６５，８５１ ６４７，８０２ ７４０，４７１
中西銀行 ３１１，１４２ ６９２，７１５ ９２９，０３０ １，１９１，５９１ ９８６，３９９ ７３７，９１４ ６４４，７８５

３銀行合計 ７５９，４３５ １，３１２，２２６ １，７４５，６２７ ２，１６７，６１１ ２，６７５，９７０ ２，１２４，８７８ １，８６１，７０１

支店人民預金計
天草銀行 ９１，５１３ １６３，１２１ ４０７，７５１ ４６５，４１２ ４８５，１０４ ５０７，９８０ ３６８，０６５
苓洲銀行 ６９８，１４８ ５４７，１７５ ６５３，１４５
中西銀行 １０４，５０６ ２７５，０２７ ８６５，９０２ １，０３７，２３２ ９４７，１３４ １，５０２，５９３

３銀行合計 ９１，５１３ ２６７，６２７ ６８２，７７８ １，３３１，３１４ ２，２２０，４８４ ２，００２，２８９ ２，５２３，８０３

人民預金総計 ８５０，９４８ １，５７９，８５３ ２，４２８，４０５ ３，４９８，９２５ ４，８９６，４５４ ４，１２７，１６７ ４，３８５，５０４
支店比率（％） １０．８ １６．９ ２８．１ ３８．０ ４５．３ ４８．５ ５７．５

人民預金－貸出金
本店 －１５１，３３０ －２３０，８３４ －４１４，９６５ －３３７，７３６ －１，０９１，３４４ －１，６９１，４９２ －１，９５６，５０７
支店 ３２，７３７ －２０８，４２６ －３１０，４９０ －３４８，３７６ －５０６，１６７ －８５０，４６１ －５５６，８５５

合 計 －１１８，５９３ －４３９，２６０ －７２５，４５５ －６８６，１１２ －１，５９７，５１１ －２，５４１，９５３ －２，５１３，３６２

出典は表８に同じ

第一次世界大戦後における熊本県地方銀行の銀行動揺と合併（永江） －３７－

（２３）



から不況期にかけての無理な業容の拡大がたたっていると言えよう。さらに、

天草地方の場合はそれに加えて、政治的対立をも含んだ無謀な競争が状況の

悪化に拍車をかけたと考えることが出来るだろう。

さて、肥後協同銀行は設立後まもなく金融恐慌に際会し、昭和二年には前

身銀行から引き継いだ未処理債権と累積した損失金の償却を目的として半額

減資を余儀なくされた。さらに、翌三年三月には銀行法の規定を満たし、同

時に運転資金を確保するために１００万円の増資を実施した。この１００万円のう

ち５０万５千円を安田銀行が引き受け、肥後協同銀行は完全に安田系銀行とし

て再編成され、商号を肥後銀行と改め４９）、同年七月に頭取には安田善助が、

常務取締役には元安田銀行長崎支店長で、前年九月から支配人だった岩尾敏

徳就任し、新支配人には安田銀行金沢支店長であった和田伝次郎が就いた５０）。

また、同年四月には安田銀行から県内の五支店の営業譲渡を受けた。この支

店譲渡によって肥後銀行の預金高は１９０万円から５４０万円に増加したと言うか

ら、同行にとって非常に大きな意味を持っていたと言えよう５１）。また、この

時期、県下の銀行では先に合併に失敗した天草地方の銀行の内、中西銀行と

苓洲銀行が三年三月に合併して天草共立銀行を設立したが、早くも翌四年十

一月には休業に追い込まれ、七年十二月に解散している５２）。さらに、昭和六

年には益城銀行が休業（十一年に銀行業廃業）、水俣銀行が鹿児島勤倹銀行

に合併されている５３）。これを除けば、金融恐慌から昭和恐慌に至る期間に熊

本県内で破綻した銀行はなく、少なくとも大戦後の反動恐慌期に比べれば平

穏に過ぎたと言えよう。

その後、肥後銀行は十三年に苓北銀行を合併し、さらに、太平洋戦争下の

４９）前掲『肥後銀行史』１２５～７頁。
５０）同前、１３２頁。
５１）同前、１２７～３１頁。
５２）前掲、『銀行合同の実証的研究』５６９頁。
５３）前掲、『肥後銀行史』１４２頁。
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「一県一行主義」により昭和十七年十二月に小国・八代共立・井芹の３行が

肥後銀行に営業を譲渡するに及んで、熊本県下の本店銀行は肥後銀行１行の

みとなったのである５４）。

６．小括

第一次世界大戦期という未曾有の好況において政治を利用しつつ急速な業

容の拡大を果たした九州銀行は、戦後の反動恐慌と政治情勢の変化という二

重の「逆風」によって、経営者が刑事責任を問われる事態を伴いつつ経営破

綻した。又、熊本銀行による地域有力者に依存する形での支店を通じた資金

吸収も、有力者の動向に銀行経営が影響を受けざるを得ない状況を作り出し

ていたと考えられる。さらに、天草地方の銀行は地方金融市場のあり方を無

視した行政＝政治による合併構想と、経営者の政治的立場の相違という「二

重」の悪条件によって合併が破綻することになった。両者共に経営者の銀行

経営に対する失敗という要因によって、ビジネスとしての銀行経営に失敗し

たことは勿論のこととは言え、それに加えて大戦後の政治的不安定がそれを

加速した事は否定できないだろう。ところで、第一次大戦後の政治的不安定

は、所謂大正デモクラシーによる政党政治の定着によってもたらされたもの

と言えよう。この点から、銀行経営者＝地方資産家が名望家として地方にお

ける政党運動を支える中で、地方政治に深く関与していた当時の状況が、政

治と地方銀行経営の結びつきを必然的に強め、政治的な動揺が銀行経営の不

安定さを増幅する要因になったと言えるだろう。

５４）同前、１８８頁及び２３２頁。
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